
－47－

第４章 電気通信施設の現状と課題 
 

４－１ 電気通信関連の政策・法制度・関連機関 

バングラデシュ国における電気通信分野に関する法律は、Law on Telecommunication in 

Bangladesh（2001年４月16日公布、2002年１月31日発効）であり、同法律には、同法律制定の経

緯、バングラデシュ電気通信規制委員会（Bangladesh Telecommunications Regulatory Commission：

BTRC）設立の経緯、BTRCの機能、予算の裏付け、電気通信サービスの許認可権、同免許料徴収、

無線局免許の許認可権、無線通信とスペクトラム監理等が記述されている。BTRCは、この法律

に基づき2002年１月31日に設立された、どの省庁にも属さず、国会に対して責任を負う組織であ

る。 

同法律施行前、電気通信分野に関する許認可権は郵便通信省（Ministry of Posts and 

Telecommunications：MPT）にあったが、同法律の施行によりBTRCにこれらすべての権限が移管

された。MPTには、電気通信分野における同国政府の一般的な政策決定と、同国における電気通

信分野の発展を促進する施策を決定する機能が残っている。 

今回の調査で、BTRC側から次の見解が示された。 

 

(1) 洪水予警報用データ通信は、軍通信、警察通信等と同様、災害時に特に重要な通信である

ので、BWDBは独自のテレメータネットワークを保有すべきである。 

 

(2) BTTBは、Commercial電気通信を優先し、公的な電気通信を優先していない。したがって、

BWDBはBTTBから回線を借用せず、独自のネットワークを保有すべきである。 

 

(3) BWDBから、ネットワークの構築、無線局設置の申請があれば、BTRCとしては許可する。 

テレメータシステムをバングラデシュ国全土に拡張し、BWDBが独自の同システム用ネット

ワークを構築するとした場合、BTRCが協力的であるのは好都合である。 

 

４－２ 水位・雨量データの伝送システム 

洪水予警報に使用されるデータを、水位・雨量の計測点からダッカ市内FFWCへ伝送する場合、

現在次の２つの方法が用いられている。 

第一の方法は、テレメータシステムによる自動データ取得と自動データ伝送方法である。バン

グラデシュ国全土に14か所のテレメータ局があり、自動的に水位・雨量等のデータを取得し、計

測点から中継局間はVHF伝送システムによりデータが伝送され、中継局に設置してあるVHF中継

装置を経由してBTTBのデータ専用回線に接続され、BTTBの地上マイクロ網、光ケーブル網等を
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経由して、FFWCまで伝送される。 

このテレメータシステム用機材は、1996年に日本の債務救済無償により設置されたものであり、

水位・雨量の計測点から中継局間の端末区間はBWDB独自のVHF伝送システムである。しかし、

中継局からFFWCまでの間の中継回線にBTTBのデータ通信回線を借用しているため、回線品質は

BTTBの保守レベル、品質に左右されてしまう。既存テレメータシステムのネットワーク構成図を

図４－１に示す。 
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図４－１　既設テレメータシステムのネットワーク構成図



－50－

 第二の方法は、毎日６時から18時の間、３時間ごとに５回水位・雨量を人手により読み取り、

記録し、このデータを短波無線機が設置してあるWireless局へ持参し、無線オペレーターが１日

１回短波無線電話回線によりFFWCへ連絡する方法である。事務所の開く時間との関係もあり、

早くてその日の９時のデータ、遅いと前日の12時のデータがFFWCへ送られる。 

この方法では、人手で記録することにより生じる人為的エラーもあるが、短波無線電話の特徴

である音声と雑音レベルの時間的変化により生じる信号対雑音比（Ｓ／Ｎ）の劣化によるデータ誤

伝達の可能性も否定できない。また、データ取得、短波無線によるデータ連絡、洪水予警報処理

システムへのデータ入力などすべて手作業であるため、その工数は膨大である。 

 

４－３ 観測所の電気通信施設 

４－３－１ テレメータ局の電気通信施設 

今回の調査では、既設テレメータ14局のうちの７局を踏査したが、そのうち正常にFFWCへ

データを伝送しているのはわずかに３局であった。ただし、今回踏査しなかった局のうちの１

局については正常にデータ伝送されており、合計４局のデータが正常に伝送されている。 

今回踏査したテレメータ局、機材の状態、データ伝送状等は、表４－１に示すとおりである。 

 

表４－１ テレメータ局電気通信施設の現状 

テレメータ局名 中継局名 今回踏査 機材の状態 データ伝送状況 
Tongi ○ 正常動作 正常伝送中 
Nayarhat ○ 正常動作 正常伝送中 
Mirpur ○ 正常動作 正常伝送中 
Mill Barak ―― 不明 × 
Narayanganj ○ 故障中 × 
Rekabi Bazar 

Ramna 

―― 正常動作 正常伝送中 
Sherpur ○ 機材撤去 × 
Dhalai ―― 不明 × 
Manu ○ 機材動作中 × 
Shaistaganj ○ アンテナ鉄塔傾斜 × 
Kamalganj 

Moulvi Bazar 

―― 不明 × 
Zakiganj Beani Bazar ―― 不明 × 
Jatrapur Kurigram ―― 不明 × 
Pankha Nawabganj ―― 不明 × 

 

現在正常に動作している機材についても、1996年に設置してから６年以上が経過しており、

機材メーカーによると修理のための予備部品の保管がなくなりつつある状態で、今後更新すべ

き時期がくるものと考えられる。本格調査において、テレメータシステムを拡張する計画を策

定する際、既設システムも含めて全体ネットワークをどのようにすべきか計画する必要がある。 
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テレメータ局の機材は、水位計・雨量計のほか、VHFテレメータ送受信装置、VHFアンテナ、

アンテナ同軸ケーブル、太陽光発電セル、蓄電池、電源制御盤、水位ゲージ信号伝送ケーブル

用避雷器、アンテナ同軸ケーブル用避雷器から構成されている。 

以下に今回踏査した各テレメータ局の状況、問題点等を個別に記述する。 

 

(1) Tongiテレメータ（水位計）局 

ダッカ市の北方にあるトンギ（Tongi）川に掛かっている橋の橋脚部に水位計が設置され

ており、ここからVHFテレメータ送受信装置が収容されているコンクリート製建物へ、信

号伝送ケーブルにより接続されている。VHFテレメータ送受信装置は２㎡程度のコンクリ

ート製建物の中に設置されており、機材の保守状態は良好である。水位計で取得したデー

タは、VHF回線及びBTTBマイクロ回線経由でFFWCへ、１時間に１データの割合で自動的

に送信されている。 

 

(2) Nayarhatテレメータ（水位計）局 

人手のスタッフ・ゲージ・ポイントが併設されている。ここのスタッフ・ゲージ・ポイ

ントの情報は、電話でFFWCへ連絡している。テレメータ局建物の周囲防護フェンス扉に

取り付けてある鍵穴、及びVHFテレメータ機材を収容している建物の扉に付いている鍵穴

が錆び付いており、開けることができなかった。ただし、この局のデータはFFWCへ伝送

されており、機材の動作は正常である。 

 

(3) Mirpurテレメータ（水位計）局 

VHFテレメータ無線装置の動作確認をしたところ、正常動作していた。VHFテレメータ

機材を収容しているコンクリート製の建物の周囲は、金網フェンスで囲まれており、入り

口に鍵付きの扉がある。鍵は問題なく施錠されていたが、扉の開閉する際、扉下部の草、

土砂等が邪魔になり、扉は半分しか開かなかった。BWDB技術者は、機材収容建物周辺の

草刈りを含めて、運用・保守のために技術者が容易に入れるようにすることも、保守の一

環であるとの認識をもつべきであろう。 

 

(4) Narayonganjテレメータ（水位及び雨量計）局 

ここからのデータは、FFWCへ伝送されていない。BWDB技術者がテレメータ装置保守

マニュアルを参考にして、故障していると思われる予備パネルを持参し、同パネルを差し

替えた。差し替え前後にVHF送受信装置の機能チェックをした結果では、状態の変化はな

かった。また、水位計のデータは装置内プリント基板のデジタル表示部に表示されており、
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これも問題ないように思われる。データ伝送されていない原因は、VHF装置内のプリント

基板の接触不良か、インターフェースに問題があると思われる。 

 

(5) Sherpurテレメータ（水位計）局 

本局にはManuテレメータ局等より古い機材が設置されていたが、現在機材は故障中であ

り、すべて撤去してMoulvi BazarのBWDB事務所に保管してある。故障しているパネルは、

修理費用が付かないことから修理手配していない。この機材は、機材メーカーが15年以上

前に設計した一世代前の機材であり、メーカーではこの機材の修理部品の工場保管がほと

んどない状態である。したがって、仮にメーカー工場へ修理依頼した場合でも、修理され

る可能性は極めて小さい。 

 

(6) Manuテレメータ（水位及び雨量計）局 

ここからのデータも、FFWCへ伝送されていない。計測所の機材は正常であり、アンテ

ナ用支柱は金属パイプ柱を使用しており、傾斜しておらず、VHF八木アンテナはMoulvi 

Bazar中継局の方向へ向かっていると思われる。しかし、雨量計については塵埃が詰まって

おり、雨滴が計測部へ到達していないことが判明した。仮に中継局、中継回線が正常にな

った場合、すぐ使えるように保守すべきである。また、定期的に保守することで、保守者

の技術レベルが維持できる。 

 

(7) Shaestaganjテレメータ（水位計）局 

1985年にUNDPの資金で設置された水位計測所であり、1996年に日本の債務救済無償で

機材を更新した局である。 

川の真ん中に計測機材及びVHF送受信装置を収容したコンクリート製の建物があり、こ

こからアンテナケーブルにより、川の中州にあるアンテナへ接続している。BWDB保守技

術者は、計測局機材は正常動作しているが、Moulvi Bazar中継局が正常動作していないの

で、データはダッカへ送られていない、と指摘した。しかし、アンテナ用鉄塔を観察した

ところ、これを支えている支線用アンカー基礎のうちの１か所が、川の水の浸食でずれ落

ちており、結果的に鉄塔が傾斜していた。したがって、鉄塔に固定しているVHF八木アン

テナが、正しくMoulvi Bazar中継局へ向かっていない。支線用アンカー基礎を正しい位置

に設置し、鉄塔の傾斜を矯正し、流水からの浸食対策とアンテナの方向調整をする必要がある。 

 

４－３－２ Wireless局の電気通信施設 

今回の調査では、Wireless局及び計測局のうちの９局を踏査した。Wireless局の機材は、短波
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無線機、蓄電器、バッテリー充電器、デルタ型広帯域アンテナ（あるいは広帯域ダイポールア

ンテナ）、アンテナ同軸ケーブルから構成されている。また、要員的には、水位を計測する者１

名と短波無線電話連絡するオペレーター１名が専担でこれを実施している。 

BWDBは、テレメータシステムの拡充の際に、BWDB独自のネットワークを保有したいとし

ているが、この場合、運用・保守について検討する必要がある。本格調査では、現状の短波無

線システムの運用・保守状態を参考にして、BWDBの技術者の実力を評価し、必要となる技術

者数を含めて、運用・保守組織をどうするか提言すべきである。その際、BWDB独自のネット

ワークを構築した場合でも、運用・保守を外注することも１つの選択肢として検討すべきであ

る。 

今回踏査したWireless局と計測局名と特徴、問題点等は、表４－２に示すとおりである。 

 

表４－２ Wireless局と計測局名と特徴、問題点等 

踏査した局名 特徴、問題点等 

Moulvi Bazar Wireless局近傍の川の水位を人手で計測し、短波無線電話経由でデータ送信 

Sarighat 同上 

Sylhet 同上＋インドから無線送信されてくるデータをダッカへ中継する役割 

Bhairab Bazar 
アンテナ用同軸ケーブルが、無線機設置室内の中に４～５ｍ巻いてあり、HF

無線機とアンテナ間が最短距離となっていない。無線機～アンテナ間損失が
大となり、アンテナ放射電力及び無線機受信信号レベルが小さくなる。 

Mirpur 
人手で水位を計測して、FFWCへ電話連絡するスタッフ・ゲージ・ポイントと、
VHF回線経由で自動的に水位情報をFFWCへ伝送するテレメータ局が併設。 

Aricha 

踏査した日は商用電源が６時から停電しており、復電するのは16時ごろにな
るとの見込みであった。短波無線機は、朝10時の定時連絡時に１回電源をON

して、約10～20分間程度動作させるだけであるので、商用電源を受電中に蓄
電池へ十分充電されれば問題ない。 

Bhagyakul 
BWDBの研修施設Bhagyakul Training Institute敷地内に設置されている。機材
構成は、他のWireless局と同じであるが、蓄電池が現用１、予備２が設置され
ている。 

Bhagyakul水位 
計測局 

Bhagyakul Wireless局から約200ｍ程度離れたパドマ川支流の川岸に、水位測定
ポイントがある。６時から18時まで３時間おきに測定したデータは、これを
記録した者がBhagyakul Wireless局へ持っていき、同Wireless局からダッカ
FFWCへ定時連絡する。 

Mawagha水位 
計測局 

スタッフ・ゲージング・ポイントである。ここではデータを１か月分記録し
ておき、まとめてダッカへ報告している。つまり、Wireless局からはダッカへ
連絡しておらず、日々の洪水予警報のデータとしては使用されていない。 

 

４－４ 計測所と監視局間の電気通信施設 

Moulvi Bazarテレメータ信号中継局は、BWDB所有のVHF無線中継装置、及びVHFオムニ型アン

テナ（アンテナ指向性は全方向）を、BTTB所有のMoulvi Bazarマイクロ中継所の局舎内及びマイ
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クロ中継アンテナ用鉄塔に設置している。 

 定時データ取得時に同装置の機能をモニターしたところ、FFWCからの計測要求信号はBTTBの

専用回線経由で同装置へ入力されており、同装置からVHF電波がテレメータ局に向かって送信さ

れている。しかし、BWDBの技術者が正常動作していると説明したShaestaganjテレメータ局とManu

テレメータ局からのデータが受信できない状態であった。同装置内の中継機能をチェックしたと

ころ、同装置自体には問題がないことを確認した。 

 以上から判断すると、BWDBが問題であると指摘していた、FFWC～Moulvi Bazarテレメータ中

継局間のBTTB専用回線には問題がなく、BWDBが保有しているMoulvi Bazarテレメータ中継局か

ら各テレメータ局間に問題がある。 

今回の調査では、ダッカ～Moulvi Bazarテレメータ中継局間のBTTBの専用回線を調査し、正常

であることを確認したが、この他のすべてのBTTB専用回線が正常であるとの確証はない。本格調

査では、他のBTTB回線についての正常性を確認する必要がある。 

 

４－５ 監視局の電気通信施設 

既設テレメータシステムのデータ収集周期（通常１時間ごとに自動収集しているが、30分、15

分の設定が可能、手動で随時にデータ収集可能）に問題はない。１計測局からのデータ速度は50bps

であり、データ量から判断すると十分な速度と思われるが、この速度は日本の10年以上前のテレ

メータシステム標準で決められたものであり、将来テレメータシステムを更新、拡張する場合は、

最新の標準に準拠した速度を採用すべきである。 

また、機材メーカーが機材設置時に納入した装置取扱説明書、工事完成図面、デジタル回線特

性測定器等が雑然と積み重ねられ、埃にまみれており、保守者は機器保守の基本を理解していな

い。 

短波無線機を使用した定時連絡では回線状態が悪いので聞き取りにくく、オペレーターは何度

も聞き返してデータを記録している。 

現用側のアンテナ同軸ケーブルが無線通信室内で切断され、その箇所が接続してあったが、通

常の工法である同軸用コネクタで端末処理しておらず、内部導体、外部導体をそれぞれ直接半田

付けしており、その上をビニールテープで被覆絶縁処理していた。このような接続をすると、信

号レベルが減衰し、結果的に信号対雑音比（Ｓ／Ｎ）が悪くなる。このことからも、設備保守者

の技術レベルの向上が望まれる。 

FFWCが入居している11階建てビルの屋上に設置されているFFWCに関係するアンテナとして、

次の４基が設置されている。 

(1) 現用短波無線機に接続されている、デルタ型広帯域アンテナ 

(2) 予備短波無線機に接続されている、１／２λダイポールアンテナ（８MHz帯のみに同調） 
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(3) FFWCとBTTBとの間に設定している２GHz帯マイクロ用グリッド型アンテナ 

(4) NOAA（National Oceanic and Atmospheric Administration）衛星の信号を受信するための小型パ

ラボラアンテナ(全方位角､仰角：モーター駆動) 

短波無線用アンテナを目視した限りでは、同軸ケーブルとアンテナエレメントの接続部に接触

不良状態はないので、雑音が大きくなるような要因は考えられない。 

C&I、BWDB（Green Roadに所在）事務所には、全国に設置されているWireless局と同様に、短

波無線機、アンテナが設置されている。ここでは、各Wireless局とFFWCの間で無線連絡している

内容を傍受し、各局の機器が故障していないかを常にチェックしており、故障発見、故障申告が

あった場合は、ここの保守技術者１名が現地へ出向き、修理することとしている。また、14局の

テレメータシステムの機材もこの技術者が保守している。ここの無線機は、最近DANIDAの資金

援助で調達済みのCODAN社製の新品に交換された。ただし、アンテナとアンテナ用同軸ケーブル

については、いまだ交換されていない。無線機交換後、各Wireless局からの電波の受信状態が、

交換前に比較して改善された。今後、調達済みのアンテナ用同軸ケーブルとアンテナを交換すれ

ば、更に改善されるものと期待できる。 

 

４－６ 警報関連の電気通信施設 

現在FFWCでは、短波無線電話回線経由で報告されてくる水位・雨量情報データに基づき、毎

日洪水予警報情報(Daily Flood Bulletin)を作成している。このDaily Flood Bulletinは、首相をはじ

めとする関係中央省庁関係者へ配布するとともに、各地方都市関連部署へもFAXで伝送している。

洪水予警報フィードバック用電気通信施設は特別に用意されておらず、FAXで情報が伝達されて

いる。 

 

４－７ テレメータシステムに関連する周辺情報 

４－７－１ BTTBで得た情報 

BTTBでは、今後基幹回線（主要都市間の大束回線）を徐々に光ケーブルに置き換えていく計

画があり、基幹回線は更に安定すると自負している。また、BWDBが借用している専用回線に

ついて、BWDB側がBTTBの問題だと指摘している件については、BTTBの基幹回線の問題では

なく、ラスト・ワン・マイル（BWDBのVHF回線区間か、BTTBの専用回線へ接続するインター

フェースポイント）に問題があるとの見解が示された。 

この国では、いたるところで道路工事（道路舗装、電力会社、水道、その他）が行われてお

り、工事の際、加入者ケーブルや基幹ケーブル等が切断される事故が発生しており、このため

の回線断、サービスレベルの低下が発生している。この対策として、コンクリート製のダクト

を設置して、この中にケーブルを敷設している。しかし、建設コストが高いため、徐々に実施
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しているが事故の発生に追いついていない。 

 

４－７－２ Grameen Phone社（携帯電話サービス会社）で得た情報 

Grameen Phone社は、バングラデシュ国の携帯電話サービス会社のうち、サービスエリアが

一番広い会社であり、1997年３月にサービスを開始し、2001年６月時点で36万以上の加入者端

末に対してサービス中である。 

また、同社は全国の主要都市にサービスを実施しており、今後もサービスエリアを拡大して

いく計画である。 

基本サービスとして、以下のサービスがある。 

・GP（Grameen Phone）Regular（携帯電話から固定電話にもかけられる）サービス 

・Mobile to Mobile only（携帯電話間通信に限定）サービス 

・DATA & FAXサービス、Short Massage Service等 

料金体系は、以下のとおりである。 

・GP Regular：同一Division内の発呼４Tk／分、着呼２Tk／分、他のDivisionへの発呼８Tk／分 

・Mobile to Mobile only：全国どこへかけても、発呼のみチャージされ６Tk／分 

・Short Massage Service：160キャラクターの英数字を２Tk／メッセージで送付可能 

携帯電話端末は市販されているが、大手ユーザーが端末を大量に購入する場合は、Grameen 

Phone本社から直接調達する方法があり、Corporate Planという割安な料金で調達できる。また、

通信料金についても、ディスカウント料金の設定が可能である。具体的な割引率は、端末数、

通信時間等により異なるので、具体的なネットワークが確定すれば、割引料金を検討できる。 

 

４－７－３ BUETで得た情報 

BUETのInstitute of Water and Flood Managementで研究している、「洪水予警報」について調

査した。同大学では、独自の水位・雨量計測局を20地点程度設置しており、データ取得してい

る。これらの計測局ではデータが自動記録され、定期的に研究者が巡回してデータをパソコン

へ取り込んでいる。したがって、各計測局からダッカBUETまでの間にデータ回線は使用して

いない。BWDBで借用しているBTTBの専用回線と品質を比較しようとしたが、回線を借用して

いないので、この点では参考にはならなかった。 

 

４－７－４ BMDで得た情報 

BMDもBWDBと同様に、BTTBからデータ通信用専用回線を借用しているが、BWDBに比較し

て悪印象はもっていない。もちろん100％満足しているわけではないが、改善要求をすれば、

BTTBはアクションをとってくれる。 
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BMDとBTTBの間には専用線借用契約書の締結はなく、したがって、回線品質が悪いときの

料金払い戻し、品質保証等の規定はない。契約書については、政府機関同士には契約書を締結

しない。本格調査で、専用回線を借用するとした場合は、借用条件を明確にした契約書の締結

を勧告すべきである。 

 

４－８ テレメータシステム拡張（案） 

本格調査では、バングラデシュ国要請書に記載されている３つのテレメータシステムの拡張

（案）と、事前調査の結果想定した拡張（案）について、既設テレメータシステム用電気通信施

設の現状とBWDBの運用・保守状況を考慮に入れて検討し、バングラデシュ国及びBWDBにとっ

て最適なテレメータネットワーク方式を策定する。 

バングラデシュ国から要請された拡張（案）と現在想定されるその他の拡張（案）は、表４－

３のとおりである。 

 

表４－３ テレメータシステム拡張（案） 

テレメータシステム拡張（案） 水位・雨量計測局～中継局間 中継局～ダッカFFWC間 
プラン１ VHF回線 地上マイクロ波伝送回線 
プラン２ VHF回線 衛星VSAT＋衛星ハブ局 
プラン３ 

バングラデシュ国から
要請された拡張（案） 

インマルサット衛星回線接続 
プラン４ VHF回線 BTTB専用データ回線 

プラン５ VHF回線 
携帯電話会社（Grameen Phone）
のデータ通信サービスあるいは
Short Message Service 

プラン６ 携帯電話会社（Grameen Phone）のデータ通信サービスあるい
はShort Message Service 

プラン７ VHF回線 短波無線デジタルデータ回線 
プラン８ 

その他の拡張（案） 

短波無線デジタルデータ回線 
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第５章 本格調査の内容 
 

５－１ 調査の基本方針 

本格調査はバングラデシュ国における、モンスーン洪水に対する予警報システムの確立をめざ

すものであり、特にデータ通信に焦点をあてて調査を行う。同国においては、サイクロンによる

高潮やフラッシュフラッドが存在するが、今回の調査の対象とはならない。しかしながら、本調

査により構築するシステムをサイクロンやフラッシュフラッドへの対策へ活用することを検討す

ることも考えられる。 

本格調査のポイントとなるところは、各観測点からどのような方法で、どのような経路でデー

タを送信するかということである。現在、バングラデシュ国の案、事前調査団の案がいくつか提

案されているが、それだけにとらわれることなく、人力の活用も含めた柔軟な発想が求められる。

考え得る限りの代替案のなかからプロジェクトを選択をすることになるが、その際にはバングラ

デシュ国の維持管理体制も含めた技術力を十分に検討する必要がある。また、システム構築の際

は、彼らの維持管理能力に見合ったものにし、彼らの維持管理能力の育成計画も含めた計画が必

要となる。 

その他のポイントとして、現在まで継続的に協力を行ってきているDANIDAとの連携は十分に

考えられる。DANIDAはデータ取得以降の解析、住民への伝達のパイロットプロジェクトも実施

しているため、調査実施中もBWDBカウンターパートとの協議に加えDANIDAの担当者との協議・

協力が不可欠である。また、計画策定の際には、住民への伝達を含めた全体像を視野に入れつつ

プロジェクトの選定を行うことが必要である。 

 

５－２ 調査の目的 

バングラデシュ国における、洪水被害を軽減するための効果的な洪水予警報システムの改善計

画策定を目的として、そのなかでも特にテレメータシステム整備について焦点をあてて検討し、

同国に最適なプロジェクトについてフィージビリティ調査を行う。 

また、本調査の実施を通じて、バングラデシュ側への技術移転及び人材育成を行う。 

 

５－３ 調査の項目・内容 

調査項目と内容は、次のとおりとする。 

 

(1) フェーズⅠ：基礎調査 

 1) 国内準備作業 

 a) 既存資料の収集・分析 
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 b) 調査の基本方針・内容の検討 

 c) インセプションレポートの作成及び技術移転計画の策定 

 2) 第１次現地調査 

 a) インセプションレポートの説明・協議 

 b) 既存関連データ・資料の収集・整理 

 c) 現地踏査（以下の項目の概要把握） 

 d) 現地詳細調査 

 e) 現状の洪水予警報システム分析 

 f) 洪水被害状況分析 

 g) 現在の問題点・課題点の抽出 

 h) 改善計画代替案の策定 

 i) プログレスレポート(1)の作成・説明・協議 

 3) 第１次国内作業 

 a) 代替案の比較検討と最適案の選定 

 b) インテリムレポートの作成 

 

(2) フェーズⅡ：フィージビリティ調査 

 1) 第２次現地調査 

 a) インテリムレポートの説明・協議 

 b) 第１回ワークショップ／セミナーの実施 

 c) 追加資料の収集及び現地補足踏査 

 d) 施設概略設計 

 e) 施工計画（スケジュール）及び事業費積算 

 f) 事業評価 

 g) 事業実施計画の作成 

 h) プログレスレポート(2)の作成、提出及び説明・協議 

 2) 第２次国内作業 

 a) ドラフトファイナルレポートの作成 

 3) 第３次現地調査 

 a) ドラフトファイナルレポートの作成、提出及び説明・協議 

 b) 第２回ワークショップ／セミナーの実施と技術移転の評価 

 4) 第３次国内作業 

 a) ファイナルレポート作成・提出 



―  ―60

５－４　調査工程と要員計画

本調査は平成14年11月上旬より開始し、約13か月後の終了を目途とする。また、各報書の作成の

目途は次の工程によるものとする。

本調査には、次の各分野を担当する団員が参加する予定である。

(1) 総括／河川・治水

(2) 副総括／電気通信システム

(3) 洪水予警報システム

(4) 水文・水理

(5) 電波伝播調査

(6) 経済・財務調査

(7) 組織・制度

５－５　調査実施体制

５－５－１　調査作業監理委員会

JICAは、本件調査に係る調査作業監理委員会（以下、「作監」と記す）を設置する。作監はJICA

総裁に対する諮問機関として設置するものであり、調査の内容に関し、専門的かつ技術的立場か

ら検討審議するもので、成果品そのものに対し責任を負うものではなく、また、受注者に対し、

直接的な指導助言を与えるものではない。

５－５－２　相手国実施機関とステアリングコミッティの設置

本格調査は、バングラデシュ側実施機関であるMOWR及びBWDBの協力を得て実施すること

となるが、全国の水位・雨量測定地点からダッカへのデータ送信方法の検討（データ通信回線

 10 11 12 1 2 3 5 6 7 8 9 10 11 12

 調査工程（全体）

レポート
IC／R P／R IT／R P／R DF／R F／R

 凡例　IC／R：インセプションレポート　　　　　P／R：プログレスレポート

 　　　IT／R：インテリムレポート　　　　　　 DF／R：ドラフトファイナルレポート

  　　　F／R：ファイナルレポート 国内作業 現地調査

平成 14 年

4

平成 15 年

フェーズⅡ：フィージビリティ調査フェーズⅠ：基礎調査
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の借用）、BMDが取得している雨量データの洪水予警報システムへの利用、DANIDAの洪水予

警報システムとの連携など、他機関との関連事項が多い。

調査団が幅広い意見を集約し、効果的な調査を実施するために、関係機関で構成されるステ

アリングコミッティの設置が必要であり、バングラデシュ側もこれを了承した。具体的なメン

バーは、Ｍ／Ｍのとおりである。

５－５－３　ワークショップ／セミナーの開催

バングラデシュ側カウンターパートが、調査団のサポートの下に、調査の結果や今後の方向

性等を発表するワークショップ又はセミナーを開催することとした。セミナーには他の関連省

庁、地方行政関係者、他ドナー等を集めることとする。開催時期としては､インテリムレポー

ト提出時及びドラフトファイナルレポート提出時とするようバングラデシュ側から要望があっ

た。

５－６　調査実施のための関連情報

本格調査実施のための主な関連情報は、以下のとおりである。

(1) UNDP主導で作成のPROGRAMME SUPPORT DOCUMENT（PSD）Final Draft（April

 2002）

(2) MOWR作成のSIXTH FIVE YEAR PLAN, Water Resources Sector, April 2002

(3) BWDB作成のFinal Report Transition BWDB, November 2001

(4) BWDB作成のTELEMETERING SYSTEM IN BANGLADESH FOR FLOOD FORECASTING

(5) FFWC作成のANNUAL FLOOD REPORT 1998とANNUAL FLOOD REPORT 2001

(6) WARPOが作成したNational Water management Plan (Final Draft), December 2001

(7) 電気通信に関する法規制LAW ON TELECOMMUNICATION IN BANGLADESH

５－７　調査実施上の留意点

調査実施にあたっては、次のような点に留意するものとする。

(1) 本格調査の位置づけ及び範囲の明確化

バングラデシュ国における洪水被害、降雨・河川データ測定、データの収集・伝達、処理・

活用等にかかわる現状及び問題点を把握し、上位計画や他関連計画（国家水管理計画等）と

の整合性に留意して、本件調査の位置づけ（目的・範囲等）を明確に認識する。

(2) 本調査関係機関・計画の動向把握及び本計画との関係の整理・調整

バングラデシュ国の政府組織は複雑であり、本調査に関連する機関は多い。それら機関の

活動の現状及び動向について、本調査との関係や重複の有無を確認するものとする。また、
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必要に応じ本件調査内容の調整を行うものとする。 

 

(3) DANIDAプロジェクトとの連携・協調 

上記(2)との関連であるが、DANIDAは洪水予警報システムに対する援助を行っている。実

施済みのフェーズⅠでは、洪水予報解析システム整備を中心としていたが、現在実施中のフ

ェーズⅡでは、フェーズⅠの改善のほか、警報後の住民支援活動に係る調査も含まれている。

DANIDAプロジェクトとの連携・協調と業務調整には、特に配慮するものとする。例えば、

DANIDAが実施中の解析部分に関しては、内容把握は必要であるが、本調査ではその部分を

有効に活用するためのインターフェース部分の検討のみで十分と思われる。また、警報後の

効果的な避難体制や救援支援体制については、DANIDAと協調して、調査内容を調整するこ

とが望ましい。また、現在DANIDA及びFFWCが使用している観測システム及び伝達システム

については、テレメータシステム整備・拡張計画との関連性があり、統廃合を含めた総合的

な調査及び検討に基づく計画立案が求められる。 

 

(4) フィージビリティ調査フェーズ分けについて 

調査は、フェーズⅠ：（基礎調査）とフェーズⅡ：（フィージビリティ調査）の２段階区分

で実施する。フェーズⅠで、代替案の検討後、フェーズⅡでは選定されたプロジェクトにつ

いてのフィージビリティ調査を行うこととする。つまり、フェーズⅠは、マスタープラン調

査に類似した調査内容が必要となる。 

 

(5) 調査後の事業化についての配慮 

本格調査では、事業化の可能性を念頭に置きつつ、無償資金協力や専門家派遣など他の技

術協力スキームとの有機的な連携に配慮する。また、他の援助機関の動向把握に努め、関連

計画との間で有効活用を図るよう配慮するものとする。 

 

(6) 目標年次の設定 

計画の実施完了目標年次は、５～10年後とする。ただし、具体的には、本格調査団が、諸

状況を把握したうえで、関係機関と協議し決定するものとする。バングラデシュ国の各種実

状を把握し、今後の実施スケジュールを検討したうえで、総合的に判断して設定するものと

する。 

 

(7) ステアリングコミッティ等との協議、情報交換 

バングラデシュ側には本調査案件に対するステアリングコミッティが設置される予定であ
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る。このコミッティ機関に対して、十分な情報交換と協議を行う必要がある。また、JICA側

の作業監理委員とも同様な接触が必要となる。情報不足により、誤解や不満が生じないよう

に配慮すべきである。適宜十分に協議しながら調査を進め、実施にあたって現実的に実現可

能な案に誘導する。構成メンバーは、Ｍ／Ｍを参照。なお、メンバーに加えるべき機関があ

れば提案することも必要である。さらに、一部のメンバーには、自分の所属する機関の利害

関係を優先した意見や要望を出してくることも考えられる。議長に対して調整を依頼する、

理解を求める説得力をもつなどの対応が求められる可能性がある。 

 

(8) 再委託調査の有効利用 

本格調査では、次のような項目で再委託調査が可能と考えている。 

・気象（降雨）・水文（水位・流量）観測システムインベントリー調査 

・洪水被害地域避難状況調査（住民意識調査） 

・電気通信システムインベントリー調査 

これらの再委託調査結果を計画検討策定に有効に生かすためには、仕様書の作成に十分な

検討と配慮が必要である。国内においてドラフトを作成しておくことはもちろんであるが、

現地において極力調査団員自らサンプル調査をして、仕様書の内容・条件を追加・修正する

ものとする。また、限定された調査期間内での実施となるので、調査開始時期を早めに行い

結果を早期に得る必要がある。したがって、調査によっては仮設定の仕様・条件で開始せざ

るを得ない場合も出る可能性がある。調査途中である程度の追加・変更が可能な柔軟性のあ

る契約形態が望ましい。ただし、そのためには、契約額の変更が生じないように、仕様・内

容に関する総合的な検討が必要である。また、開始時期が遅れないように承認手続きを含め、

事前の計画的対応が必要となる。 

 

(9) 委託を伴わない現地調査の事前検討 

再委託をせずに、調査団員が補助員や簡易機器を使っての現地調査が必要な場合、これら

の調査に必要な機材や補助員については、事前に十分検討しておく必要がある。また、フィ

ージビリティ調査レベルであり、期間も限られているので、どの程度までの調査が必要かど

うかについては、十分に検討し関係者の了解を得ておくことが望ましい。プロポーザル段階

で、調査方法、対象地点・区域、数量など提案することが望まれる。 

 

(10) 既存の河川・治水に係る調査・計画の十分なレビュー 

  これまでに、各種関連機関により多くの河川調査、河川改修計画及び治水計画が立案され、

実施された案件も多い。既存の調査・計画の十分なレビューをし、治水対策のなかでの洪水
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 予警報として位置づけて検討するものとする。なお、既存の計画には、今後実施される予定

の計画も含まれる点に留意する。 

 

(11) 各種代替案の提示と比較検討 

  代替案による検討が不足している場合、選択された案が最も妥当性のある計画であること

を十分には確認できない。したがって、各種代替案を提示して比較検討するものとする。比

較検討は、経済・財政面、技術面、社会面、行政・法律面等から多角的に実施するものとす

る。バングラデシュ国の特徴を理解し、我が国での一般的な例や常識のみで判断しないよう

に留意する。また、代替案の選択・絞込みの段階で、棄却する案については、理由を明確に

するものとする。 

 

(12) バングラデシュ国の河川及び洪水の特性に配慮 

  バングラデシュ国の国土の大部分が、３大河川で形成された大デルタ上にある。この河川

流域の９割以上が国外に位置していること、国際河川であることなど、河川の特徴を十分に

把握したうえで計画件検討する必要がある。また、バングラデシュ国における洪水には４つ

のパターンがある。モンスーン洪水、フラッシュフラッド、サイクロン高潮、及び内水氾濫

である。本件調査は、モンスーン洪水を主たる対象として検討されるものと考えるが、大洪

水が来ない期間の関係機関の関心はむしろフラッシュフラッドである。また、内水問題は人

口と資産の多い区域で、特に深刻化している。さらに、サイクロンに伴う高潮は発生すると

最も人的被害が多い。洪水予警報では十分に有効な対応ができないタイプの洪水やケースも

あるであろうが、洪水予警報整備計画策定には、この各洪水形態の特徴を把握して、検討す

るものとする。 

 

(13) 既存施設の有効活用への配慮 

  既存の関連施設は、極力有効に活用することに配慮するものとする。特に、我が国から供

与されたテレメータについては、重点的な調査と検討が必要である。バングラデシュ国の洪

水予警報システムは、既に存在しており、関連施設も多い。また、洪水予警報目的以外でも

利用できる可能性がある施設も少なくないものと考える。 

 

(14) 優先プロジェクト選定と早期の事業実施への配慮 

  バングラデシュ国政府側は、早期の事業実施を要望している。これに対して、フィージビ

リティ調査段階であり、そのあとの事業実施をコミットするものではないが、日本に加え他

の援助方法によるフォローの可能性も含めて、事業実施に必要な準備・対応事項に関しても
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 提案をすることが望ましい。 

 

(15) 総合的な治水計画に対応した洪水予警報 

  治水計画の一環として位置づけられる洪水予警報システム計画は、洪水対策計画として総

合的な見地から検討するものとする。総合的な見地とは、多岐な面からの検討をするという

ことで、具体例は以下のとおりである。 

・氾濫しても被害軽減が図れること 

・河川の特徴を把握して生かすこと 

・部分的でない上下流一貫した検討をすること 

・極力過大計画を避けること 

・自然遊水機能の最大限の利用 

・既存施設を有効に利用し撤去は最小限にすること 

・堤防等の施設の破壊に対して被害が最小になるような配慮をすること 

・将来の維持管理費用を軽減すること 

・将来の流域開発／変化を考慮すること 

・現地政府及び住民の要望を極力取り入れること 

特に、他の非施設的方策である、水防活動、土地利用規制、高床式住居、土台嵩上げ、シ

ェルター等との互いの関係や有効活用の検討も必要である。 

 

(16) 維持管理能力の把握と計画への配慮 

バングラデシュ側は、最新技術・システムの採用を期待している。しかし、バングラデシ

ュ国技術者の維持管理能力を十分に把握して計画に配慮する必要がある。14基のテレメータ

施設は1996年に整備され、そのあと2000年に短期専門家によって故障・不良部分が修復され

た。しかし、事前調査団が現地訪問した2002年７月時点では、実際にデータが送受信されて

いたのは４基のみであった。このような事態に陥った理由として、テレメータ施設で観測・

伝達されたデータが活用されるシステムがないため、維持管理の必要性がなかったというこ

とも考えられる。計画策定の際には、バングラデシュ国自身で維持管理できる、又はその動

機付けを与えるような現実的な計画が必要で、比較的高度なシステムを計画する場合は、我

が国又は他ドナーによる継続的な支援ができるかどうか、又は十分な教育訓練ができるかど

うかの検討が必要である。 

 

(17) NWMP等への配慮 

バングラデシュ国には、NWP及びNWMP（承認手続き中）がある。すべての事業は、国家
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の政策と関連基本計画に合致する必要がある。 

 

(18) テレメータシステムの規格・水準の検討 

テレメータシステムが求められている理由はいくつかある。人力による誤差や煩雑さの削

減、データ精度向上、24時間データの受信、情報の遅れの解消、伝達システムの迅速化・合

理化等である。特に、リアルタイムでの情報ということが重要ポイントとなっている。そし

て、バングラデシュ側の要請も主として現在のテレメータシステムの高度化及び拡張であっ

た。しかしながら、リアルタイムでの情報が望ましいのは確かであるが、現在及び予測され

る近い将来におけるバングラデシュ国の各種状況と同国の河川・洪水と被害状況の特徴から

評価して、テレメータシステムの規格・水準について十分に検討・協議が必要である。 

 

(19) FFWCとBMDとの協調 

現在BMDは、BMDの観測所（降雨）のデータ及びインドから送信される観測データ（降雨・

水位）を、FFWCへ毎日送信している。BMDとしては、これらのデータが洪水予警報に十分

に利用されていると考えている。しかし実際には、送信したデータは、FFWCにおいて十分

利用されていない面がみられる。また、降雨予測もBMDとFFWCで個別に行っているようで

ある。さらに、FFWC/BWDBの降雨記録はBMDへは送られていない。情報伝達・交換及び降

雨予測において、互いにより有効な協力体制を構築していくことが必要と考える。 

 

(20) インドからの観測データの受信と活用 

バングラデシュ国とインドの間では、気象・水文の観測データの情報交換をする合意がで

きているとのことである。それに従ってインド側からは毎日降雨及び河川水位のデータがバ

ングラデシュ国へ送信されている。ほとんどが、BMDで受信するが、一部インド側観測所か

らバングラデシュ国の無線連絡所へ直接連絡されている。しかし、観測所数が十分でなかっ

たり、送信が継続的でなかったり、数値に信頼度が低かったりして、実際には十分利用され

ていないとのことであった。政治的な部分もあるので難しい面もあるが、実状を具体的に把

握して改善提案する必要がある。同時に、現在送信されているデータの活用についても検討

する必要がある。 

 

(21) DANIDAの洪水解析手法への理解 

FFWCにおける洪水解析はMIKE-11を使っている。MIKE-11を開発したデンマークのコンサ

ルタントがDANIDAプロジェクトに参加している。MIKE-11は、水文解析の総合的なソフトで

あり応用性も高い。JICA調査団が、洪水解析について分析して改善する必要はないが、
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 DANIDAの洪水解析システムについては十分把握する必要がある。既存のシステムにはまた

問題点や課題点があり、現在改善中である。観測データは、この洪水解析システムを有効に

生かせるようなものが求められる。 

 

(22) 乾期に現地調査することへの配慮 

本件調査は2002年11月ごろ開始される予定で、大部分の現地調査が行われる基礎調査段階

は、乾期にあたる。乾期には地方へ行くときなどアクセスは比較的容易で、降雨が少ないの

で調査もしやすい。しかし、乾期における調査は洪水の実状をみられず、聞き込み情報も実

感が伴わないことになりがちである。洪水期と乾期の水位は数ｍ差があり、平坦なバングラ

デシュ国では、景観にも大きな違いが出る。調査団員にとっても乾期の状況から洪水期の状

況を想像するのは実感が伴わない可能性がある。現地調査では、これらの状況を十分に配慮

する必要がある。また、フェーズⅡにおいては、洪水期になるので補足確認調査をすること

が望ましい。 

 

(23) 大洪水時に機能するシステムの構築 

洪水予警報システムを段階ごとに、具体的に把握して、大洪水時に十分に機能するシステ

ムかどうか検討・確認する必要がある。例えば、大洪水時には、観測ができるかどうか、伝

達システムは機能するかどうか、観測員や伝達担当者の家屋が冠水した場合は対応できるか

どうかなど、長期間（例えば１か月間）冠水した場合どうなるかを含めシミュレーションし

てみる必要がある。本来、中小の通常洪水よりも、大洪水時に有効に機能することがより重

要であることを認識すべきであろう。 

 

(24) 技術移転への配慮 

バングラデシュ側の技術移転に対する要望は強い。したがって、技術移転に対しては、計

画的に実施するとともに、バングラデシュ側の受入体制の整備を図る必要がある。カウンタ

ーパートは、極力調査団と一緒に活動するようにするなど、早期段階で技術移転の体制と方

策を協議して合意を得ておくことが望ましい。技術移転の評価システムを構築することも期

待したい。 

 

(25) BWDB独自ネットワークを保有するか否かの検討 

BWDBは、既設テレメータシステム用データ回線をBTTBから借用していることから、ネッ

トワークの品質及び信頼性がBTTBの保守レベルに依存していることに危惧をもっている。こ

のことからBWDBでは、他の組織に依存する必要がないよう、自らネットワーク全体を保有
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したいとの意向をもっている。しかし、既設のテレメータ用機材及び短波無線用機材の保守

も十分でない状態で、より多くの機材とネットワークの運用・保守を問題なく実施できるか

疑問である。既設ネットワーク用機材の運用・保守状況を考慮しつつ、BWDBが独自のネッ

トワークを保有するか、BTTBなど他の組織から借用するかについて検討する必要がある。 

 

(26) 運用・保守を外注する可能性の検討 

BWDBが自らテレメータ用ネットワークを保有するとした場合においても、BWDBが自ら

運用・保守する方法と、これを外注する方法が考えられる。すなわち、BWDBが必要数の電

気通信技術者を雇用し、この技術者に対して必要な訓練をし、運用・保守組織を構築する方

法と、すべての運用・保守業務をBTTBあるいは他の民間業者へ外注する方法が考えられる。

この際、BWDBの要望だけで判断するのではなく、予算措置を含めた双方のメリット、デメ

リットを客観的に判断して選択する必要がある。 

 

(27) データ通信回線に求められる特徴 

既設テレメータシステム用データは、FFWCから１時間に１回データ取得要求信号を各テ

レメータ局へ送信し、各テレメータ局が自動的にデータを取得して、これをFFWCへ伝送し

ている。また、各計測所から送出される情報量は、計測所識別番号＝２ケタ、水位値＝４ケ

タ、雨量値＝４ケタであり、これに誤り訂正ビットを付加しても最大12ケタ程度である。１

観測所のデータを送信するのに必要な時間（すなわちデータ通信回線の使用時間）は、１時

間に１回１秒程度の短時間である。いいかえると、現在BTTBから24時間常時接続ベースで借

用している形態は、このようなデータ通信に使用するには非効率的である。最適なテレメー

タシステムを検討する際に、１時間に１回のデータ伝送する必要はあるが、データ伝送に必

要な時間（１局約１秒）に限って回線設定して使用する方式が効率的である。 

 

(28) 既設テレメータシステム機材の更新 

既設テレメータシステム用機材は、設置後６年以上が経過しており、この機材をメーカー

が設計したのはそれ以前である。したがって、修理用部品のメーカー在庫が残り少ない状況

となっており、今後機材が故障した場合、これを修理できる可能性が限りなく小さい状況と

なっている。最適な拡張テレメータシステムを選択する際に、既設テレメータシステムの更

新を含めたネットワークの構築を配慮する必要がある。 
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 (29) 電波伝搬調査 

テレメータシステム用データ通信ネットワークを構築する場合、バングラデシュ国の要望

を含めた様々な方法が考えられるが、そのいずれの方法においても無線電波の使用を検討す

ることとなるであろう。どの方式の場合においても、各局間で無線電波が問題なく伝搬され

るかを検証する必要がある。いいかえると、他の無線システムとの与・被干渉の有無、無線

局免許取得の可否、水位・雨量計測所と中継局の間をVHF電波で伝送できるか、中継局から

FFWC間に地上マイクロ波伝送回線で接続する場合のマイクロ波使用可能性、中継所から

FFWC間を衛星VSAT回線で接続する場合の衛星用マイクロ波使用可能性、計測所から直接イ

ンマルサット衛星へ接続する場合の衛星用マイクロ波使用可能性、携帯電話会社のサービス

エリアとなっているかなどの検証が必要である。 
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